
2024年度 秋 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL21524B07）

 

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

コスタリカ G124 野球 20～45
歳のみ 個別 新規 2年 ・2025/1 ・2025/2 ・

2025/3 ・2026/1

  

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

スポーツ・レクリエーション庁

2）配属機関名（日本語）

ロスチレス市スポーツ・レクリエーション委員会

3）任地（ アラフエラ県ロスチレス市 ） JICA事務所の所在地（ モンテスデオカ市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ バス で 約 7.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

任地は、ニカラグアとの国境に隣接する市で、多くのニカラグア移民が暮らしているため、野球の人気が高い。配属先
は、市の各種スポーツ協会の統括、市民へのスポーツやレクリエーションのイベントなどを企画・運営している。ロス
チレス市野球協会を通じて「ベースボールファイブ」(5人制、5イニングからなる野球・ソフトボールの簡易版)やソフ
トボールの授業を地域の小学校などで行い、子どもの健全な育成を目指している。また、野球というスポーツを通して、
市民の健康増進にも寄与している。現在、別の地域に派遣されている野球隊員が巡回指導を行っている。年間予算は約6
万2千米ドル。(2024年度)

【要請概要】
1）要請理由・背景

同市内の小学校を対象としたベースボールファイブを取り入れた体育の授業や配属先が主催する野球教室を実施するに
あたり、日本での野球の指導経験を有する人材により支援を得たいとして本要請に至った。競技レベルの向上・活性化
への貢献もさることながら、スポ―ツを通じた青少年の健全な育成や若者の非行・犯罪防止、住民を巻き込んでの地域
おこしも期待されている。また、全国の野球団体を統括するコスタリカ野球連盟主催の野球教室の運営や地域内外の小
中学校における野球指導、国内大会の企画・運営における支援、桜美林大学の短期隊員(連携派遣)の受入先であるサン
トドミンゴ野球協会と協働した活動も想定される。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

以下の活動を同僚と協力して行う。
1.ロスチレス野球協会主催の野球教室(火・水・土の週3回15:00-17:40)において7～19歳の青少年を対象に野球指導を実
施する。
2.市のソフトボール女子チームの指導を担当する。※現在は、活動休止中。
3.小中学校等を訪問し、児童・生徒を対象にベースボールファイブを取り入れた授業を行い、あわせて体育教員への指
導も行う。
4.その他、配属先と協議しつつ、必要に応じた活動を行う。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

野球場、野球道具一式(子どもへの貸し出し用含む/子どもの使用ボールは軟式・硬式、バットは金属製)

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B07_1.jpg?t=1727732944
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B07_2.jpg?t=1727732944
https://www.jocv-info.jica.go.jp/photo/JV/JL21524B07_3.jpg?t=1727732944


4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:
・同僚:20代女性
・野球連盟所属指導者10名
活動対象者:
・野球チ―ムの青少年約130名、成人約25名
・コ―チ陣約10名(20代～50代)、その他協力者約50名 ・地域の住民約400名(青少年及び成人

5）活動使用言語

スペイン語

6）生活使用言語

スペイン語

7）選考指定言語

英語(レベル:D)又はスペイン語(レベ
ル:D)

【資格条件等】
[免許/資格等]：（　　　　）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（　　　　）　備考：

[経験]：（競技経験）10年以上　備考：配属先からの要望
　　　　（指導経験）2年以上　備考：コーチへの指導に
必要

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（サバナ気候）　気温：（20～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水源]：（安定）

【特記事項】
・住居は原則ホームステイとする。

【類似職種】
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